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1． 教 育成 長 の 日本的特質

　1973年の 石油 シ ョ ッ クを契機に した 教育成長の終焉は ， 新た な時代の 劃来を示唆 し

たか の よ うに 思わ れた 。 事実 ， 1974年以降に ， 急成長に 伴 っ て派生 した 教育の 歪を是

正 す る 目的か ら，高等教育の 拡充整備計画が策定 され ，　 「自由放任か ら計画の 時代」，

「多様性 の 時代」，　 「量か ら質の 時代」， とい っ た言葉が生 まれ た 。 しか し，教育成長

が歪を もた ら した の は 事実だ が ， こ うした 言葉 が ， 現在の 教育環境の 変化を 適切に 表

現 し ， 新たな時代を り
一 ドして い る とは 必ず し もい えそ うに ない 。

　 「成 長な き適応」 の 時代 とい うべ き現在 の 高等教育を， 「新段階」 と して 位置づけ ，

それ に ふ さわ し い 政策全体 の 方向性 と個別政 策課題 の 展望を 明示す るため に は ， 成 長

時代の 高等教育の 特質を ふ りか え っ て 検討 して お く必 要が ある 。 そ の た め に は
， 次 の

二 つ の 視点か らの 考察が不 可欠だ と考 える 。

　第
一

は ， 政策枠組み の 問題で ある 。 教育成長 を支えて きた 社会的 ， 経済的お よび 政

治的背景は何 で あ っ た か ，成長政策を正 当化 させ た 理念的枠組み は 何で あ っ たか
， と

い う問題で ある 。

　第二 は ， 具体的に 顕在化 した 政策課題を ， 政策枠組み との 関連か ら把握す るこ とで

ある 。 諸問題 を単に 羅列する だけで は ， 問題解決 の 全 体的方向性を 見失 うこ とに な る

と考 え るか らで ある 。

　高等教育の 大衆化は ， 量 的拡大 （進学 率の 向上） とそれ に 伴 う教育の 質的変容の 総

称で あるが， こ こで は ，その うち，政策に 関連す る側面に の み 焦点を あて るこ とに す
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る 。 政策は ， 基本的に 教育 シ ス テ ム の 環境整備に 力点が ある か ら， こ こ で 扱 う範 囲は ，

質的変容の すべ て で は な く， 物理 的 ・ 表層的現象に 限定され る 。 それは ，

一
つ の 弱点

で あ るが ， 教育 の マ ク ロ 的な動態変化を認識す るた め に は
， む しろ ，

こ うした視点の

方が大切だ と考える 。 教育の 政策科学が育た ない の は ， 我が 国の 特徴だが ， それは ，

教育成長が もた ら した 結果の 一
つ で もある 。 政策科学を必要と しない 時代的背景があ

っ た か らで ある 。

　本稿で は ， 高等教育政策の 問題に 絞 り，先の 二 つ の 視点か ら ， 教育成長期に おける

我が 国 の 高等教育の 特質を 明らか に し ， その 特質が どの よ うに 変化 しつ つ ある か ， あ

る い は ， 現段 階に お い て も連続的に 継続 して い る の か
， を検討 して お きた い

。 そ して ，

最後に ， そ の経験か ら導 き出され る政策的含意を指摘 して お きた い と思 う。

2． 高等教育 の大 衆化 と政 策 ジ レ ン マ の 吸 収

（1） 教 育 の 経 済化

　国際的に 普遍的現象と して 観察 され た 60年代の 教育成長は ，基本的に 経済政策 と し

て の 教育 とい う考 え方に 支え られ て い た 。 そ の 引金に な っ た の は ， 経済学者に よ る教

育の 「再」発見で あ っ た 。 そ の発見は ， 経済成長を資本 と労働 とい う量的変数 で説明

で きな くな っ て しま っ た こ とに起 因する研究上 の 実践的妥協の 産物で あっ た。 そ の後

の 洗練され た人的資本理 論の 展開 と実証分析 の蓄積に よ っ て ，経済政策 として の 教育

政策が国際的に 容認 され る よ うに な っ た 。

　 こ の 容認過程で ， 人的資本理論を リー ド して きた ア メ リカ の 経済社会が
， 次 の 二 つ

の経験的条件を満た して い た こ とに 注意 して お く必要 が あ る。   計測概念 と して の

教育 の 収益率が 10％以上 （物的資本の 収益率に 匹敵す る水準）を維持 して い た こ と。

  その 収益率が長期に 安定 し て い た こ とで ある 。 人的資本理 論は ， 教育が生産性の 向

上 を もた らす とい う 「生産性仮説」を軸に して い るが ，そ の 計測概念 と して の 「価値

生産性 ＝＝ 収益性」が ， 理論 の リア リテ ィ
ーを支えて い た の で あ る。

　我が 国に お い て も，
60年 の 所得倍増計画の

一
貫 と して

，
マ ン パ ワ ー政策が導入 され

　 　 　 　 　 　　 　 　 　 　 　 　 　　 　 　 　 　 　 　 　　 　 　 　 　 　 　 　 　　 　 　 　 　 　週
た し ， 62年の 教育 白書は ， 教育 の 経済成長効果の 推計をベ ー

ス に した教育成長政策を

提言 した
（1）

。 しか し，当初か ら，
こ う した考え方は ， 厂教育は 経済に 馴染 ま ない 」 と

い う至 極 も っ ともな観念か ら強 い 社会的批 判を 受ける こ とに な っ た
。

だ が
， それは ，

必 ず しも実証的な分析を踏 まえた批判 で は なか っ た 。 例えば ，62年白書の 文末に 掲載

され て い る経済成 長効果 の推計は ， 教育の 収益率を 23％ と仮定 した もの で あ るが ， 実

際の 我が国の 収益率は 10％未満に 過 ぎなか っ た の で ある 。 こ の点 を踏 まえた 経済成長
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と教育 の 実証的検討は全 くな され な い ままに な っ て い る 。

　 こ の時代に 誕生 した 教育経済学は
， 我が 国で は ， 経済学者に と っ て 片手間の 応用問

題 で しか な く， 社会学者に と っ て は 格好 の 批判の 対象で あ り， 教育学者に は 全 く無縁

の もの で あ っ た 。 とこ ろが
， 皮肉なこ とに

， 海外で は
， 経済成長 の 理 由を教育の 充実

と良質 な労働力に 求め る説を証拠づけ る格好の 事例 として 我が 国が注 目され て い たの

で ある 。 学校 と経済を 結び つ け る メ カ ニ ズ ム は ， 依然 と して ブ ラ ヅ ク ボ ッ ク ス の まま

で
，

い っ こ うに 解明 され てい ない もの の ， こ の 説は ， 石浩 シ ョ ッ ク後 も良好 なパ フ ォ

ーマ ン ス を保 つ 我が国の 経済力を理解す る鍵 とされ 続け て い る 。

　人的資本理論に 支えられ た 収益率ア ブ P 　一一チ や マ ン パ ワ
ー

ア プ P 一
チ に よ る政策論

は
，
1970年代に 早 くも破綻 した

（2 ）が
， そ の 経験 を考 えて み れば ，我が 国に お け る教育

経済学 の 研究事情は 極め て 健全 で あ っ た とい える 。 しか し ， そ の 判断 の 根拠が ， 「教

育は経済に 馴染 まな い 」 とい う思慮の 欠けた素朴 な習性に あ る に 過 ぎない とすれ ば ，

い さ さか 問題で あ る 。 教育の経済分析を手掛けて きた 筆者の 経験 の 帰結は ， 教育は 経

済に 「馴染 まない 」 の では な く
， 「馴染みす ぎて い る」 とい うこ とで あ っ た 。 何 よ り

も，
こ の 教育 の経済化とい う現象が 問題に され るべ きであ る。 研究事情 とはSi］に ， 教

育の 実情は ， 極め て経済効率主義的に 完備 され て きた とい え るの で あ る 。 70年代に 急

速に 高ま っ た 人的資本理論に 対す る批判の 諸理 論の 焦点は ，　 「教育の 生産性」 仮説批

判に あ っ た 。 その 批判は 部分的に 正 しい が
， 観察され る 「学歴 の 収益 性」 が否定 され

たわ けで は ない
。　「生 産性の 本質的 ・一般的法則 は ， 物的生産性 （労働時間節約の 法

則）で あ り， 価値生産性 （収益性）で は ない 」
（3）

。に もかかわ らず，「資本の 第一次的

関心 は生 産性 で な く収益で あ る」
（4）

とい う歪 んだ 現象が人 々 の 進路選択や教育 シ ス テ

ム に 強 く浸透 して い るの で あ る 。 人 的資本 「理 論」 の 正否 にか かわ りな く， そ の 思考

と同 じ枠組み を もつ 功利主義的行動規範が深 く浸透 した とい え る 。

（2） 政 策枠組 み と政 策ジ レ ン マ

　教育 の 経済化 とい う現象を ， 政策枠組み の 視点か ら今少 し詳 し く検討 して お こ う。

一般 に
， 教育 政策 の 枠組み は，  収益 率 （費用効果分析） ア プ ロ ーチ   マ ン パ ワ ー

ア プ ロ
ー

チ   社会的需要 （Social　Demand ） ア ブ P 一
チ の 三 つ に 分け るの が 普通で

ある。   と  は ， 経済理 論的に 大 ぎな違 い があるが
， ともに ， 経済政策と して の 教育

と い う意味あい で は 同 じで あ る 。   は ，  と   の 批判 と して提起 され た もの で ，経済

的要因 ， 非経済的要因を 問わ ず ， 学習する 側の 需要 に 教育 （供給）を 適応 させ る とい

う立 場に 立 つ
（5）

。
70年代の 国際的関心 は ，   と  の 経済型 モ デ ル の 失敗か ら  の 社会

需要型モ デ ル へ の 転換あるい は 三 つ の モ デ ル の 統合が要請 され た 時期だ と特徴づ け る
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　 こ とが で きる 。

　　しか し， 政策の 枠組み と して ，
こ うした分類 は 必ず しも適切で は ない

。 む しろ ， 個

　人需要 （lndividual　Demand ）型 モ デ ル と社会的 二
・一一ズ （Social　Needs）型 モ デ ル の

　二 つ に 大 きく分けて 考えたい 。 そ して
，

こ の 二 つ の モ デル の 各々 に ，   効率基準・平

il等基準 ・教育基準 お よび
，   経済次元 ・ 非経済次元 とい う相互 に 相対立す る政策

藍判断基準が錯綜 して，全体の 政策枠組 みが構成 され る とい う図式を設定 して お きた い
。

　　まず ， 個人需要型 モ デル は ， 顕在化 した有効需要を シ グナ ル と して ， 教育供給を調

　整す る モ デ ル で ある 。 先の 社会需要型と同じで ある が
，

こ の 「社会」 は もともと個人

　を総計 した 意味で あ り， 経済 とい う言葉に 対応 した概念で は ない
。 誤解を避け るた め

　に は ，個人需要型 とよぶ の が適切 で ある 。

　　と こ ろ が
， 教育の 供給は ， 市場経済モ デ ル とは 異な っ て ， 顕在化 した需要だ けを考

　えれ ぽ よ い 訳 で は ない
。 学ぶ 必要性 （社会的 ニ

ーズ） の ある者が全 て需要者として 顕

　在化 しな い し， 逆 に 学 ぶ必要 の ない 者が ， 需要者 と して顕在化す る こ とも少な くない
。

　 ニ ーズは ， 現状を改善する こ とが必要で あ る とい う社会的な価値判断に 支え られた も

　の で
， 個 人的な欲 望や 希望で は ない し ， 需要 とは 違 っ て潜在的で ある こ とが多い

。 社

　会的 ユ ーズ型は ， 教育の み な らず ， 社会政策 （Social　Policy）に共通 した 基本 モ デ ル

　で ある 。 社会政策は ， よ りよ い 社会 （Better　SQciety）の 性格に つ い て の 観察とア イ

　 デア か ら出発 して お り，本質的に 規範的な モ デ ル で あ る。 社会政策で は ， 社会的 ニ ー

　 ズ が キ ー コ ン セ プ トで あ り，需要 とニ
ーズ の 区別が重要な課 題 に な る

（6 ）

。

　　個入需要型は 市場経済型 の 資源配分 に近 い が ， 全て の 教育需給 が市場 メ カ ＝ ズ ム で

　調整 され るわ けで は ない
。 逆に ， 社会的 ニ

ーズ型が非経済 モ デ ル に な る とは 限 らない
。

　二 つ の モ デ ル の それ ぞれ に 対応 して
， 政策判断基準を別途 設定 した理 由は ，

二 つ の モ

　 デ ル と経 済原理 を独 立的 に 把握す るた め で ある 。

　　そ の 枠組み を示 した の が 図 1 で ある 。 図に は ， 各 々 の軸か ら構成 される 具体的な政

　 策判断基準 の 代表的事例を記入 して お い た
〔7）

。 紙 幅の 都合で 詳 しい 説 明を省略 す るが ，

　 重要だ と考え る こ とを四点指摘 して お きたい 。

　　第
一

は ， 収益 率お よび マ ソ パ ワ
ー

ア プ ロ
ー

チ を，社会的 ニ
ーズ 型の 経済効率基準に

　対応す る政策 として 位置づ けた こ とで あ る 。 収益率 の 計測お よ び マ ン パ ワ ー予測 は ，

　 ともに
， 経済的豊 か さが大切だ とい う価値判断に 依拠 して，それ を達成す る経済効率

　 的 （収益率） ・技術的 （マ ン パ ワ ー）方法を示 唆 した もの で あ る 。

　　第二 は ， 効率基準の 全て が
， 経済的な もの だ とは い え ない こ とで ある 。 効率の 非経

済 次元 と して ，学習効率が あ る。 そ して
， そ の 効率基 準も ， 個人需要型 と社会的 ニ ーズ
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＼
効

率

経済次元

非経済次元

（学習効率）

Individual　Demand

私的投資効果

（私的収益 率）

勢力集団優先

Social　 Needs

平

等

社会的投資効果

（社会的収益 率／ マ ン パ ワ ー）

有能者優先

経済次元 所得分配の 平等 所得の 再分配

非経済次元

（教育機会）

希望者全員

公認基準達成者の 範囲

教育量 の完全平等化

所与水準の 確保

教育理 念基準 自己実現 潜在能力達成の 範囲

図 1　 教育政策の 枠組み

型 で 異なる
。

「進学需要の 面で 最大の 反応を 引き出せ る 集団 ， ある い は 地域」
（8）を優先

するの は ，個人需要型の 学習効率基準 （勢力集団優先基準）で あ る。

一方 ， 社会的 ニ

ーズ か らみ れば，勢力集団 よ りも，有能者を優先的に 教育 した方 が効率的 だ と判断す

る こ とが で ぎる （有能者優先基準）。

　 第三 に ，以上 の 効率基準に 対立 し， しか も，二 つ の モ デ ル に即 した平等基 準が ある 。

こ の 基準も ， 教育機会の 平等 とい う非経済次元だ けで な く， 所得の 平等お よび所 得再

配分 とい う経済次元がある
。 教育は

， 経済成長の み な らず， 所得の 平等化に 貢献する

の で は ない か とい う期待が ， 60年代の 教育投資論を支えて きた の で ある 。 70年代の 人

的資本論批 判は ， 教育が所得の 向上 とな らん で 平等化に も役立 っ て い ない とい う証拠

を挙げた主張で あ っ た 。

　第四は ， 効率 ・ 平 等あるい は 経済 ・非経済 とい う区分 とは 別 に ， 數育理 念に 即 した

基準を考慮する必 要があ る こ とで ある 。 「各人の 潜在能力に 到 達で きる の に十分 な教

育を与え る」 とい う基準は ，教育の
一

つ の理想で ある 。 そ して ，それ は ，個 人か らみ

て 「自己実現」を求め る教育需要だ とい うこ とがで きる
（9）

。

　やや煩雑な枠組み か もしれない が
， 教育政策は ，   個人 と社会   効率 と平等 と教

育理念   経済 と非経済　 とい う露 つ の ジ レ ン マ が錯綜 した 聞題 で ある とい うこ とを

まず認識 して お く必要がある 。 教育政 策は ， 様 々 な期待 と選好 の集合お よび離反で あ

り， 優れ て 政治的な 閥題で ある 。
こ の 政治問題を ， 経済的 ・技術的問題 と理 解 した 60

年代は ， 楽観的で 特殊 な時代だ っ た とい うべ きで ある 。
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高等教育の 大衆化 と政 策課題

  　政 策枠組みか らみ た 日本の 特質
一

大衆化 と政策ジ レン マ の 吸収

　60年代の我が国の教育 ， とりわけ高等教育は 無計画で 自由放任で あ っ た とか ， ある

い は ， 経済政策に 従属 して い た ， と しば しば指摘され る 。 しか し， 無計画 は
一

つ の 政

策選択で あ り， しか もそ の 選択が 必ず し も非効率を もた らすわ けで は ない し ， 我が国

の 教育が ，
マ ン パ ワ ー

政策に リ
ー ドされて きた と特徴づ け る の も部分的に す ぎる と思

う。
こ こ で 示 した 枠組み に 基づい て ，教育成長の 過程 を振 り返 っ て み る と ， 我が 国の

政策の 特質は ， 次の 二 つ に 集約で きる と考え る 。

　第
一

の 特質は ， 経済次元お よび 非経済次元の 「二 つ の効率」 を重視 した 「個人需要

型」 モ デ ル の 選択 で あ っ た とい うこ とで ある 。

　第二 の 特質は ， 国立 セ ク タ ーと私立 セ ク タ
ー

に よ る教育 シ ス テ ム の 分化 （二 重構造

化）が，弾力的な需要調 整機能を 果た し，同時に ， その 構造が ， 社会的 ニ
ーズ型お よ

び平等基準 との 政策ジ レ ソ マ を吸 収す るの に 役立 っ た こ とで ある 。

　 まず第
一

の 特質に つ い て考 えて み よ う。 個人需要型 モ デ ル の 選択 を可能に させ た の

は ， 経済成長下 に あ っ て ， 強い 教育需要が
一

貫 として 持続 し ，
つ ね に ， 供給を上回 っ

て い た か らで あ る 。
こ の 需要 は

， 政策に よ っ て 意図的に誘導され た もの で は ない
。 政

策誘導で あれば ，
一

時的に過剰供給状態が生 じるは ずで ある 。 需要が長期に わ た っ て

衰退す る兆 しを みせ なか っ た こ とは ， 私立 セ クタ
ー

の 供給を増加させ る環境条件づ く

りに 大い に 役立 っ た 。 そればか りで は ない
。

つ ね に 供給を上 回 るほ どの 需要があ っ た

こ とは，受験競争 シ ス テ ム を定着 させ ， 能力選抜を強化 させ る条件で もあ っ た 。

　 しか も ，
こ の 強い 需要を規定す る動機づけは ， 功利主義的 な もの で ， 自己実現を求

め た 需要 とは 決 して い え なか っ た 。 　「手段 と し て の 学校」 とい う教育観は
， 経済成長

神話の もとで
， 確実に 定着 して い っ た とい える 。

マ ク ロ 的に み て
， 我が 国の 教育需要

の推移は 経済モ デ ル が適用 しや す い 画
一

的な もの で あ っ た 。 経済モ デ ル の 説 明 力を疑

問視す る理論が
，
70年代に 登場する けれ ども， 我が 国の 場合，石油 シ

ョ ッ ク 後の 停滞

現象を含め て考え て も，數育需要 の 規定要因に お い て ， 大 きな構造変化が生 じた とい

う証拠 はみ あた らない
（10〕

。 い うま で もな く， 教育に対 し て 経済動機の み な らず多様な

期待を もつ 人は ， 昔も今も少な くな い
。

マ ク ロ 的に 問題なの は ， 変化を り
一 ドした 勢

力，
つ ま り， 限界人間の 性格で ある 。 多様な教育を求め る人が ， 限界人間 と して ，量

的変化を リ
ー ドした とは い えそ うに ない 。 変化を リ

ー ドし ， 大 量 に 大学 に 参入 した 限

界人間は ， 画一的な経済人間だ っ た と考え るの が現 実的で あ る 。
マ ク ロ デ ータ の 推移

と分析は そ の こ とを 支持 して い る。

　本 来， 個 人需要型政策の主 旨は ， 多様な個人 の 教育需要に 応え ， 多様な学 習プ ロ グ
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ラ ム を準備す る モ デ ル で あ る 。 とこ ろが ， 我が 国 の 場合 ， 経済効率動機 に規定 された

画一的な需要が支配的で あ り， しか も需要の 強い 集団 と地 域 （都市部）を 優 先 し た

（勢力集団優先 基準の ）画
一

的な教育供給で あ っ た
。　「ご つ の 効率」 を重視 した個人

需要型だ と特微づ けた の は 以上 の理 由に よる。 それ は ， やや変種 の 個人需要型で ある 。

　第二 の特質は ， 第
一

の 特質との 関連で生 じて い る 。 こ の 効率的需要 に対応 し， それ

を支えた の は 国立 セ ク タ
ー

で は な く私立 セ ク タ ーで あ っ た 。
こ の 二 重構造は ， 供給 シ

ス テ ム を弾力化 させ た だ けで は ない 。 二 つ の 大 きな政策ジ レ ン マ を 吸収す るに も役立

っ た 。

　ag−一の 特質を選択 した た め に 生 じる コ ン フ リ ク ト の うち ，   社会的 ニ ーズ 型 との

対立 部分 に つ い て は ，主 と して 国立 セ ク タ
ーが分担 した 。

ニ ーズ か らみ た経済効率，

と くに 理 工 系 マ ン パ ワ ー一に つ い て は ， 国立 セ ク タ ーの 役割が大 きか っ た 。 周知の よ う

に ， 私立 は 法 ・経 ・商学部が 中心 で ある。 理 工 系は 経営 コ ス トが 高い か らで あ る 。 学

習効率 と して の 有能者優先基準 （社会 ニ ーズ型）に つ い て も， 学力に よる公平な選抜

が国立 セ ク タ
ー

か ら私立 セ ク タ ーに 波及する形で 定着 した 。

　  次に ， 平等基準 との 対立 をや わ らげた第一
の 理 由は ， 経済成長に 伴 う進学率 の 向

上 で あ っ た 。 経済成長の ため の 教育に 批判的な勢力も， 教育の 拡大 ・成長 に は 肯定的

で あ っ た
（11）

か ら，効率的個人需要型も成長す る 限 りに お い て こ うした批 判を吸収 しえ

た 。
こ の 成 長を支 えた の が二 重構造 で あ り，加えて

， 教育機会の 平等お よび所得再 配

分 とい っ た平等基準 との ジ レ ン マ 解消に 関 して は ，低授業料政策を と っ た 国立 の 役割

が小さ くなか っ た 。
二 割程度の シ ェ ア にす ぎない 国立で は あ るが

，
二 つ の 政策ジ レ ン

マ を吸収す るため に 果 た した役割は大 きか っ た とい うべ きで あ る 。

　以 上二 つ の 特質が
， 我が 国の 高等教育 の大衆化過程を支えて い た政策枠組みだ と考

え る 。 我が 国の 教育政策論議は ， 経済的 とい うよ りも政治的で あ っ た。 しか し ， それ

は ， 初等教育の 教育内容に 関する政治的対 立 で あ る こ とが多 く，高等教育に 関 して は ，

論議 自体 も活発だ とは い えなか っ た 。 高等教育 の 成 長 ない し大衆化を支え る理 念は 希

簿で あ っ た とい うべ きで あろ う。 理念 よ りも前に
， 現実の 成長の 方が速 く進み す ぎ，

しか も， 政策ジ レ ン マ を巧 妙に 吸 収 して きた 。 こ の 吸収過程で ．意識的 ， 無意識的に
，

量的拡大 ・合理化 ・効率化 ・画
一

化を達成 させ た 。 こ の 性格が ， 我 が国の 大衆化の 特

質だ とい え る 。 政策科学な い し政策技術の 研究が育た なか っ た の も ， それ を 必 要 と し

ない 状況が あ っ たか らで あ る 。 もち ろ ん ，
こ うした 選択は い くつ か の 歪 と問題 を もた

ら した 。 次節 で は ， こ の 点に 立 ち入 っ て 考えて み よ う。
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高等教育の大衆化 と政策課題

3． 高等教育 シ ス テ ム の 特質 と政策課題

（1） 四つ の 視 点

　国際的 な視野か らみ る と ， 教育政策に おけ る代表的 な課題 と し て
，   ア チ ーブ メ

ソ トを基準 とす る教育内部 シ ス テ ム の 効率性 （lnternal　efficiency ）  卒業者の 就職

・失業か らみ た 雇用 の 効率性 （External　effciency ）  教育機会の 平 等性 の 三 つ を 挙

げる こ とがで ぎる （12）
。

い ずれ の 国 もこ の 三 大課題に苦慮 して い る に もか か わ らず ， 不

思議な こ とに ， 我が 国は
， 巧妙に こ の 難問を ある程度解決 して きた 。

こ の こ とを考え

れ ば ， 先 の 二 つ の 政策枠組み の 特質は ，無策だ とい う批判を免れない もの の ，その 成

果に は 評価す べ き とこ ろ がある こ とに な る 。 海外か ら 日本の 教育が 高 く評価 され て 戸

惑 うの も， そ の た め で あ る 。

　 しか し ，
こ うした政策枠組 みは ， 我 が国の 高等教育 シ ス テ ム を ＝ ニ ーク な もの に さ

せ た し ， 同時に それ は ， 我が 国特有の 政策課題を うみだす原因で もあ っ た 。 石 油 シ
ョ

ッ ク に よる教育成長 の 終焉に よ っ て ， か か えて い た 課題が 吹 き出 した とい える 。 石油

シ ョ ッ ク後 の 高等教育計画は ，   私学へ の過剰依存   地域格差 の拡大   教育投

資の 過嬲感 ， こ の 三 つ の 課題に 集約させ ， 地域間格差是正 の必要性を強調 し ， 地方分

散 を軸 とした拡大抑制策を掲げた 。 それは 成長期 の 枠組み が もた らした 帰結の 修復で

もあ っ た 。

　本節で は ， 個別 の 政策課題の 要点 を指摘 して お きた い が ， その 課題は ， 我が国 の 高

等教育 シ ス テ ム の 特質と直接的に 結び つ い て い る 。 そ こ で ， こ の 特質と課題を横断 し

て 共 通に 把握す る視点 として ，   教育需要 と教育供給の 調整 　  高等教育 シ ス テ ム

の 分化　   教育機会の 平等性　  労 働需要 と労働供給 の 相互作用　こ の 四点を設定

す る の が適切だ と考 え る 。

（2） 教育需 要 と教育 供 給

　教育需要 と教育供給の 数を合わ せ る こ とは ， 教育政策に と っ て 最 も直接的な課題で

あ る。 したが っ て，教育人 口 の 需要予 測が教育政策の 最 も基本的 な作業に な る 。
70年

代に 国 際的風潮が マ ン パ ワ ー
型か ら社会 （＝ 個人）霈要型へ 転換 した の は， エ リー ト

養成 の 高等教育か ら大衆化 した 高等教育 へ とい う変化の 中で ， 個人の 需要 に 焦点をあ

て た政策目的が ますます重要な位置を 占め る よ うに な る と考 えられ た か らで ある 。 こ

の 政策の 考え方 に は ， 大衆化 が教育 に 対 す る需要 を 多様化 させ て い る とい う前提 が あ

る 。
70年代に 教育需要 の 規定要因を 再検討す る動きが現れ ， そ の 要因を青年 の 価値観

や態度に 求め る よ うに な っ た の もこ の 時代の 特徴で あ っ た。
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　我が 国に お い て も ， 石 油 シ
ョ ッ ク以降， 教育需要予測 の 見直 し と需給調整 が緊急の

政策課題に な っ た 。 教育需要 の 伸びが急速に 停滞 し
， 大学離れ が始 ま っ た と思われ た

か らで ある 。 だ とす れ ば
，

こ の 停滞現象は 需要 の 規定要因 が大 きく変動 した こ とを 意

味 して い るの か
， も しそ うで ある ならg こ の 変化に 即 して 政策を どの よ うに転換すべ

きか ， こ の こ とが問題に な るはずで あ る
。

と こ ろ が
， 需要の 構造変化の 問題 よ りも ，

18歳人 口 の 変化の 問題が よ り深刻に 受け止 め られた 。 周知 の よ うに ， 18歳人 口 は
，
76

年の 154万 人 を ボ ト ム に して増加に 転 じ ， 92年に は 205万人 に 達す る 。 そ して ，その 後

は 減少に 転 じて ， ボ トム の 水準に まで 下 が る。
こ の 急激 な変動を考え る と ， 不 透明な

進学率 よ りも，人 口変動の 方が 切実だ とい うこ とに な る。

　石油 シ
ョ ッ ク後の 高等教 育計画の 第

一
的関心 は ，今後の 進学 率は ほ とん ど変わ らな

い とい う前提の も とで
， 人 口 変動 の イ ン パ ク トを考慮 した 数合わ せ の 問題に お かれ た 。

特に 深刻な の は 私立 セ ク タ
ー

で ある 。 教育成長期に は需要の 伸び を暗黙 の 前提に して

い た だ けに
， 進学率の 停滞は 私立 の 環境条件を

一
変 させ た。 かれ らの 関心 は ，人 口 増

加期 で は な く，93年以降の 人 口 急減期に あ る
。 現状の 進学率水準で は ，

い ずれ供給過

剃に な るの で は ない か と危惧 され るか らで あ る 。 成長期 と異 な る の は こ の 私立 の 危機

感で あ る 。

　 しか し， 進学 率を固定 して ，
こ の 危機 を云 々 す る前に

， 政策科学 と して なす べ きこ

とは ， 需要 がなぜ停滞 した の か ， ある い は ，需要 に 質的変化がみ られた の か
， その 原

因を明 らか に す る こ とで ある 。 同 じ関心 か ら ， 需要の 変化に つ い て の 分析を行 っ た経

験がある
（13 ）

。 そ の 分析に よれ ば
， 石油シ ョ ッ ク の 一時期だけが異常で あ り， そ の 前後

に つ い て は ， 需要の 溝造に 大 きな変化は み られず ， 依然 として経済モ デ ル が 有効で あ

る こ と ， そ して ， 需要に は 供給量が影響 してお り， 合格率の 程度 で進学志願率が 影響

され る こ とが指摘で きる 。 した が っ て ，供給量が増加 する人 口 減少期に は ，経済事情

に 依存 しつ つ も， 進学率が上 昇に 転ずる可能性が ある こ とに なる 。

　 こ れは ， ラ フ な マ ク ロ 的追跡に す ぎない が ， 顕在化 した 進学率は 成 長時代 と大 きく

変化 した もの の ， 需要の 性格が根本的に 転換 した とは 思えない 。 拡大抑制策が と られ

た けれ ども， そ の施 策は 需要の 伸び悩み に順応 した数合わ せ の 域をで て お らず，量 の

時代か ら質の 時代へ の 転換を 具体的に 明示 したわ け では ない 。 需給 調整の 上で 大 きな

変化があ っ た の は ， 大学 で は な く， 新 た に登場 した 専修学校 ・各種学 校で あ っ た
。 成

長期 に お け る私立 セ ク タ ー
に 替わ る柔軟な供給対応策 とい うべ きで あ る 。 しか し，そ

れ が
， 従来の 二 重 構造方式 と同質の シ ス テ ム 分化 （三 重 構造化）に す ぎない の か ， あ

るい は ， 需要 の 多様化に 対応 した 政策枠組み の 転換か 。 実証分析を踏 まえて ， こ の 判
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断に 対 して 明確な指針を 示 して い か なけれ ば な らない
。

　我が 国の 教育需要は 多様化とい うよ りも画
一

化 で あ っ た 。 本来の 主 旨と異な り，変

種 の 個人需要型 とい うぺ き政策枠組み で あ っ た 。 も し， 需要に 質的な変化が起 きつ つ

ある とすれ ば
， 需給の 数合わ せか ら質合わせ へ の 転換が最 も重要な政策課題 に な るは

ずで ある 。 こ の 点を考慮 して ，教育需要 の 質的分析を ミ ク ロ レ ベ ル か ら深め なければ，

新段階に ふ さわ し い 高等教育政策の 展望は開けな い と考え る 。

（3） 三 つ の シ ス テ ム 分化

　柔軟な需給の 数合わせ ， お よ び ， 政策 ジ レ ン マ の 解消に 果た した二 重構造の 役割は

極め て 大きか っ た が，それが抱えた 課題は 深刻だ っ た 。 私立対国立の 問題は，我が国

の 高等教育を特徴づ け る第
一

の シ ス テ ム 分化で あ っ た が
， それだ け で は ない

。 大学の

階層分化お よび専修各種学校 ・短大 ・大学 ・大学院 とい う中等教育以後全体の 再編成

が重要な課題 と して 登場 して きて い る 。

　成長期に お け る大学問題は 私立大学 の 問題だ っ た 。 1955年か ら1980年の 間に ， 国立

大学 の 学生総数は ， 18．・6万人か ら40．7万人に 増加 した の に対 して ， 私立大学は 31．2万

人 か ら 137．7 万人に 急増した 。 脆弱な経営基盤が学生数 の 増加を 余儀な くさせ ，それ

が一
層教育条件を悪化 させ る とい う悪循環に お か れて い た 。 我が国の 高等教育は ， 量

的に 急成長を遂げて きた もの の
， 高等教育へ 公教 育支出額は ， 国際比 較か らみ て か な

り低い 水準に とどま っ て い る
（王5）

。 私立大学へ の 依存は 安上 が りの 成長だ っ た 。

　 こ の 私学へ の 公的助成がや っ と本格化する の は 70年に 入 っ て か らで ある 。 しか し ，

こ の助成 も ， 81年以 降は 実質的 に減少 して い る 。 私学助成の 何 よ りの 問題 は ， 塑成 の

理 念が未だ 確立 され て お らず，社会的政治的な気 ま ぐれに 左右 され て い る こ とで あ る。

大学教育の 質的向上 の ため の 政策運営で は な く， 現状の 私学経営が維持 されれ ぽ よ い

とい うよ うな状態に あ る。 財 政問題は 別途 に 譲 るこ とに した い が
， 教育需要 停滞 の危

機は ， 私学 の 積極的 な努 力が期待 され る好機 で ある 。 私学危機 の 時代は ，私学優位の

時代か もしれない 。
こ の 成否は ， 成長時代 の 二 重構造が 継続 され るか ， 新た な る転換

か を決め る鍵だ とい え る。

　 第二 の シ ス テ ム 分化で ある大学の 階層化は ， 私立 に 並 ぶ我が 国の 特質である 。
こ の

階層化は ， 効率的資源配分原理 で あ る完全競争 ・完全情報 モ デ ル が経 済の 世 界で な く

教育 の 世 界に形 成 され た 結果だ とい え る 。 試験 （偏差値）を価格 の ア ナ ロ ジ ーで 考 え

れ ば，経済市場が実現 して い ない 経済学教科書 モ デ ル を教育市場が 実現 して い る とさ

えい え る の で ある 。 結果的に こ の モ デ ル は ， ア チ
ーブ メ ン b の 向上 に 貢献 し ， 同時に ，

階層化に よ っ て
， 大衆化に よ る質の 低下を個別大学 レ ベ ル で 部分的に 防止 して い る効
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果を もつ
。

　こ の メ リ ッ トの た め か ， 階層化か ら多様化へ とい うか け声は ある もの の ， 問題解決

の 兆 しは み られない 。 階層化の 問題は ， しば しば論議されて い る こ となの で こ こ で は

立 ち入 らない こ とにす るが ， 多様化は ， 多様な もの さ しを つ くる こ とで は な く， 曖昧

な もの さ しを認め 合 うこ との よ うに 思わ れ る。 多様化の ため の 評価基準づ くりとい う

方法は ， 結局画一化に なる とい う自己矛盾があるか らで ある 。

　第三 の 分化も ， 階層化に 結び つ い て い る が ， 必ず しも
一

元的 で は ない 。 実学を強調

した専修 ・各種学校，女子 中心 の短期大学 ， お よび
， 大学院は ， 学部大学 とは 異質な

役割を果た して い る よ うに 思 う。 これか らの高等教育 の 変化を リー ド して い く新 し い

セ ク タ ーは
， 階層化 した 大学 セ ク タ

ー以外 の とこ ろに ある の で は な い か 。 大学の 強い

階層化を相対化させ なければ ， 政策転換 も難 しい 。 大衆化 ・画
一

化状況 の 中で ， と り

わ け大学 院は 「高等」 教育 の 役割を担わ ざる を えな くな っ て い る 。 こ の 点に つ い て は ，

本特集で と りあげられ て い る 。

（4） 三 つ の 教育 機会

　平等基準 との 政策ジ レ ソ マ は
， 成長 と二 重溝造で 吸収 で きた とは い え，教育機会 の

平等化が 解決 され たわ けで は な い 。 74年以 降の 高等教育計画の 方針を
一

貫 と して特徴

づけ て い るの は ，大学立地 の 地域間不 均衡是正 で ある 。 私立依存の 成長は ， 勢力集団

優先基準で もあ り，その 結果 ， 大学立地 の 大都市集中 と専門分野の 地域間不 均衡を一

層顕著な もの に させ た 。 その 反省に 基づ い て 作成 され た地 域 プ ロ
ヅ ク別収容力計画は ，

地 方の 時代とい うか け声 もあ っ て ， 文教政策の 枠を越 えて 大い に 注 目され た 。 しか し ，

地域 の 不 平等の み な らず ， 所得階級別 の 不平等お よび性別の 不平等が解決 され て い る

わ けで は ない 。 こ の 三 つ の 不 平等を ， 「成長なき時代」 に い か に解決す るかが課題で

ある 。 効率 と平等の ト レ ー ド ・オ フ が よ り深刻に なる か らで ある 。

　地 域 の 不平 等に つ い て い えば，大学抑制策を と りつ つ
， 地域 間 の 不平 等是正 をすれ

ば ， 必然的に 大都市の 抑制を もた らすこ とに な る。 とこ ろ が， 18歳人 口 は 大都市で 増

加 して い るた め に ， 大都市 の 進学率が抑制 され ， 専修各種学校に 流れ る とい う傾向が

生 まれ て い る 。 そ の 結果 ， 大都市の 進学競争を激化させ る とい う副次効果を生 み 出す

こ とに な る 。

　所 得階級別の 不平等 も，
と くに ， 私立 大学 に お い て ， 依 然 と して 問題が残 っ て い る 。

そ の 実態 もデ ー
タ の 制約か ら異論が残 る未解決状態で

， 政策科学的研究 とデ ー
タ の 整

備が 不可欠 で あ る 。

　女性 の進学 率の 問題は
， 今後の 高等教育の 全体を変え る大 きな問題で あ る。 短大を
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含め れば
， 高等教育の 進学率に 男女差は ほ とん どみ られない

。 しか し， 短大 の 女子集

中は ， それな りに ， 経済合理的 な判断で もあるが
， 近年 ， 大学 の 女子就職お よび企業

の 採用 に変化 もみ られ ， 短大か ら四 年制 へ
， そ して ， 女子大か ら共 学 へ とい う変化が

お きつ つ ある 。 女性の 進学動向は
， 進学需要 の 量 と質の 両面を大 きく変 えるは ず で あ

る 。 需要 の 多様化は ，女子か ら起 きる と考 えて お くの が現実的である 。

　三 つ の 不平等は ， 成長時代に 解決済み なの で は な く， 成長 な き時代に 顕在化 しやす

い 問題だ と考 えるべ きで あ る 。

（5） 労働需 要 と労働供給

　個人需要型に 委ねれば
， 経済 ニ ーズ とずれが生 じ， 労働需給 との ア ン バ ラ ン ス が問

題 に な る よ うに 思われ る 。 とこ ろが
， 不思議 な こ とに ， 新規学卒労働市場に それほ ど

大 きな 問題が生 じたわ けで は なか っ た。 それ は ， 教育が成功 したか らで は な い 。 我が

国 の 労働市場 が ， 職業別労働市揚で は な く， 企 業別 労働市場で ある こ とが大 きな理 由

に な っ て い る。
こ の 特性 の ため に ， 弾力的な就職採用 シ ス テ ム と効率的な選抜 シ ス テ

ム を形成する こ とがで きた 。

　60年代の マ ン パ ワ ー政策に つ い て も， 騒がれ た ほ どに 詳細な政策検討が あ っ たわ け

で は な い
。 せ い ぜ い 理 工 系技術者 の養成計画の 必要性が 強調 された程度 で ある。

こ の

時代の 大量 な技術者養成が
， 現在の 技術革新 の 裾野を支えて い る とい う説 もあ り， 役

に 立 た ない 大学 とい う評判の わ りに は
， 無視 で きない 効果を もた ら した とい うべ きか

も しれない 。

　我が国独特の 雇用 シ ス テ ム と依然 として 若年層の 労働力不足 が続い て い る た め ， 労

働需給 と労働供給の 関係を教育問題 と して 積極的に 扱 う必 然性 は弱 い か も しれ ない
。

教育問題 よ りも， 就職競争の弊害に よ る社会問題に な っ て い る 。 しか し， 産業構造は

確実に 変動 して お り， 労働市場 も日本的経営 シ ス テ ム も転換期 に ある 。 現実に ，労働

力 は 不足 して い る に もか か わ らず ， 大卒者 の製造業離れが問題化 し， さ らに ， 理 工系

マ ン パ ワ ー論の 復活の みな らず， 情報化 ・国際化は ， 文科系を 含め た新たな マ ソ バ ワ

ー
ニ ーズ を顕在化 させ て い る 。

　従来の 学校 と企業の 関係は効率的な分 離だ と考え る が ， そ の 関係 が持続す るか ど う

か は
， 個人需要型の 政策を維持で きる か ど うか に 深 く関連 して い る 。 その 政策 ジ レ ン

マ は
， 社 会 ニ ーズ 型 の 効率基 準 との 間で生 じる が ， そ れ と ， 教育需要の 多様化 との コ

ン フ リ ク トとを統合 して ， い か に 柔軟 な高等教育 シ ス テ ム を 新た な方法で 再 編するか

が 問題に な る 。
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4． 政策枠組み の転換 一政 策コ ン セ プ トの形成 と政 策技術 の可能 性

　政策の 全体枠組 みか ら判断 して ，　 「計画の 時代」 「多様化の 時代」「質の 時代」 が到

来 して い る とは い い がた く， 成長 時代の効率的 で 変種の個人需要型 モ デ ル の 選択が ，

現在 も継続 し て い る と考 えて よ い と思 う。

　経済成長期は ， 経済 ニ
ーズ 型 の 部分的施策が個人需要を喚起す る とい う形で ，教育

需要 の 拡大に つ なが っ た 。 経済 ニ ーズ が個人需要 と して顕在化す る ル ープ が
， 極め て

ス ム
ーズだ っ た とい える 。 こ の 見事とい える ル

ープの 形成は
， 人 々 の 生活様式が

， 経

済効 率主 義的に 形 作 られた過程 の 産物だ っ た と解釈で きる 。

　教育政策は
， 教育の 需要 と供給お よび 労働の 需要 と供給 とい う二 つ の 需給調整の 場

を視野 に いれ なければ な らな い 。 しか も，
こ の 二 つ の 調整原理 は基本的に 異質で ある

は ずで ある 。 図 1 で 示 した政策枠組か らい えば ， 経済効率原理 と教育理 念原理 の 違い

で ある 。 こ の 異質な もの を同 じ土俵で 議論 しなければ な らない とこ ろに
， 教育政策の

難 しさが ある 。 したが っ て
， 教育需要 と労働需要の 問 に はか な りの 距離が ある の が普

通で ある 。 に もか か わ らず，労働需給 の 変動が教育需給に 直接的に 反映す る と想定 し，

二 つ の 場を一 つ の 市場 とみ る経済 モ デ ル もあ る 。
フ リーマ ン の モ デ ル は その 代表的な

もの で ある
（15）

。 職業 と大学専門分野 と賃金の 三 つ が連動 した世界で は， ある程度の 有

効性 を もっ て 機能 して い るよ うで あ る 。 とこ ろが ， 我が国 で は ， こ の 三 つ は連動 して

い な い 。 そ の 種 の デ ータ がな い の もそ の た め で ある 。 だか らとい っ て ， 我が国で ，教

育 と労働 の 二 つ の 場 が無関係 に成 り立 っ て い るわ けで は な い 。
フ リ

ー
マ ン モ デ ル とは

違 っ た形で ，
つ ま り， 企業 と大学 と賃金の 三 つ が連動 した形で

， 労働需給と教育需給

が近 い距離に 位置 して い る とい え る 。 個人需要型が機能 して きたの もこ の 近い 距離の

た め で ある 。

　多様化 と質の 問題 を考 える こ とは ， こ の 二 つ の 世界の 間に 適切な距離を つ くるこ と

で ある 。
こ の 距離感が ， 教育 シ ス テ ム の分化お よ び機会の 平等性の 問題解決の 方向を

規定す る と考え られ る。 どの 程度 の 距離が適切か は 分か らない が ， は っ き りして い る

の は
， 現在は 近い 距離に あ りす ぎる とい うこ とで ある 。 そ して

， そ の 距離を決め る の

は ， 人 々 の生 活様式だ とい っ て よい 。 よ りよい 社会の 性格 に つ い て の 価値判断に 基づ

い て ，多様な社会的 ニ ーズ を オ ー ソ ラ イ ズ して い くの は
， 人 々 の 生活選好 だか らで あ

る 。 現在 の政策判断基 準 と して ， 教育基準 とい うもの が不 鮮明な ま ま に 影に 隠れて し

ま っ て い る の は ， それ が あま りに も抽象的で ， 難 しい か らで ある が ， それだ け が理 由

で は ない
。 曖昧で 不確実な理 想を 求め る構想力が 衰弱 した 社会であ るか らで ある 。 こ
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の こ とを踏まえた 上で ， 教育政策の 理 念を確立 してい か なければな らない
。

　現在か か えて い る課題群は ，成長時代に潜在化 して い た 問題が顕在化 しつ つ ある こ

とを示 唆 して い る 。 多様化 と質の 高度化を求め る ニ
ーズ と需要が ， どの 社会階層か ら

生 まれ つ つ あるの か ，そ して ，そ の ニ
ーズ と需要に 応えて い くの は どの 教育セ ク タ ー

で あ るの か ， その 質合わせ が課題群の 中心 テ ー・　V で あ る。 前節で述べ た課題は表面的

な指摘に とど ま っ て い る が ， い うまで もな く， それ ぞれは 相互に 依存 した底の 深い 問

題で あ り， 実証的な分析を踏 まえた検討が不 可欠で ある 。

　画一
的な量 の需給調整で 解決 され る か ぎ りに お い て ， その 調整 メ カ ニ ズ ム の 解明と

解決策の研究は それ ほ ど重要な問題で は なか っ た 。 しか し ， 現代社会に ふ さわ しい教

育理 念を堀 り起 こ し
， 多様化 と質を全面的に取 り上 げるな らば ， 政策理 念に 立 脚 した

政策 コ ン セ プ トの形成に 加えて ， 政策科学な い し政策技術の研究開発が なければな ら

ない 。
＝

一ズ を調査す る技術 の貧困の み な らず ， 顕在化 した需要お よ び行動 レ ベ ル の

分析 さえ極め て 遅 れ て い る とい わ ざるを えない か らで ある 。

　高等數育の 新段階 とは 何で あ り何を なすべ きな の か （倫理 モ デル ）， そ して ， 何が

で きるか （実現可能性 モ デ ル ） を多面的に 研究す る こ とが今最 も大切な課題なの か も

しれ ない
。
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